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[ページ数]  25 
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直⽥：皆様、本⽇は決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。 

初めに、上期の決算概要についてご説明いたします。 

全社業績はご覧の通り、⼤変厳しい決算となりました。売上⾼は 0.3%増加の 894 億 6,500 万円、
営業利益は 59.2%減少の 13 億 9,200 万円、四半期純利益は 67.9%減少の 8 億 1,100 万円となりま
した。 

セグメント別では、コンシューマ事業の営業利益が 48.9%減少、法⼈事業が営業利益 8.0%の増加
となりました。 
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次に、営業利益の増減要因について、階段チャートでご説明いたします。左半分が売上総利益、右
半分が販売管理費の増減要因となります。 

売上総利益については、26 億 5,000 万円の減少となりました。キャリア代理店ビジネスは、MNP
契約獲得に重点を置いた営業施策の反動により、機種変更の販売台数が減少したことで、販売台数
連動収益が減少し、また昨年からの⼿数料体系変更により、販売台数⾮連動収益についても減少い
たしました。 

独⾃ビジネスの伸⻑や、オペレーション改⾰による⼈件費 13.2 億円の削減は実現しましたが、営
業利益は 20 億 1,800 万円減少の 13 億 9,200 万円となりました。 
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続きまして、上期の決算ハイライトです。左側が前期実績、中央が今期実績、右側が今期の業績予
想となります。 

販売台数は、コロナによる来店客数の減少影響もありまして 18.6%減少したものの、売上⾼は商品
売上単価の上昇によりまして、前年同期並みとなりました。 

営業利益は、前のページで説明した要因によりまして、59.2%減少いたしました。 

四半期純利益は、営業利益の減少に加え、前年同期に退職給付制度改定益等の特別利益を計上した
影響もありまして、67.9%減少いたしました。 
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続きまして、セグメント別の業績について説明いたします。 

コンシューマ事業の業績につきまして、売上総利益は取替販売台数の落ち込みや、キャリア⼿数料
体系の変更による⼿数料減少により、キャリア代理店ビジネス収益が落ち込み、13.2%減少しまし
た。 

販売管理費は、店舗⼈員の最適化やオペレーション改⾰を推進し、キャリア⽀援⾦の減少を補い、
3.9%削減しました。 

この結果、営業利益は 48.9%減少しました。 
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法⼈事業につきまして、独⾃ビジネス収益は、Mobile WorkPlace 等が堅調に推移しまして、3.5%
増加いたしました。 

キャリア代理店ビジネス収益は、KDDI の施策等によりまして伸⻑し、5.8%増加いたしました。 

この結果、営業利益は 8.0%の増加となりました。 
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続きまして、第 2 四半期会計期間の決算ハイライトです。 

前年⽐での台数減少と減益の傾向は、先ほど説明いたしました、累計期間の内容とほぼ同じであり
ますけれども、第 1 四半期から収益性の改善がございました。 

開⽰しておりますデータシートを⾒ていただくと、第 1 四半期との差がわかるかと思います。販売
台数は第 1 四半期と⽐べまして、微減ではありましたけれども、売総の増加が実現し、販管費の減
少もあり、営業利益で約 5 億円の改善となりました。 

これは、新規と取替台数⽐率における、取替⽐率の増加によりまして、台当たりの粗利が改善した
こと。それから独⾃ビジネスの積み上がりによる売総の増加、それからオペレーション効率化によ
る⼈件費の削減による利益率の向上であります。 

下半期もこの傾向を着実なものにしていきたいと考えております。 
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続きまして、セグメント別の取組みについてご説明いたします。 

まず、コンシューマ事業の事業環境変化とキャリア代理店ビジネスの取組みについてご説明いたし
ます。 

事業環境としましては、通信キャリアの新規、あるいは MNP 偏重施策を背景としました過度な価
格競争、これは沈静化しつつありまして、販売粗利単価は持ち直しの傾向にあります。 

取組みについては、まずはショップ運営の効率化をさらに進めて、販売管理費を削減していきま
す。 

また、来店予約枠の拡⼤や集客⼒のある複合施設への出店によりまして、販売台数を増加させ、業
績回復に努めてまいります。 
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続きまして、リアルショップのサービス領域拡⼤についてご説明いたします。 

当社直営のキャリア認定ショップは、従来のショップ業務の効率化によるキャパシティを広げるこ
と。これによりまして、地域のリアル接客拠点としてのサービス拡⼤と、価値向上をしてまいりた
いと思います。 

具体的には、当社独⾃のスマホ教室である、暮らしのスマホ教室や、⾃治体と連携してのスマホ活
⽤講座を展開し、独⾃ビジネスを拡⼤してまいります。 
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次に、コンシューマ事業の独⾃ビジネスについてですが、スマホ関連商材を中⼼に、⾃社企画開発
商品を展開していきたいと考えております。 

第 1 弾のスマートフォン⽤保護フィルム、これは LUMIERA という名称で呼んでおりますが、当社
直営店にて販売を開始しておりまして、⼤変ご好評をいただいております。今後の展開としては、
オンラインでの販売を⾏うこととか、あるいは国内、海外への販路拡⼤を検討してまいりたいと思
っております。 

また、nexi パッケージにつきましては、クラウドサービス、AOSBOX Home という名称の商材の
取り扱いを開始いたしました。 

引き続き、お客様ニーズの⾼い商材を開拓し、独⾃ビジネスを伸⻑させてまいります。 
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次に、新たな取組みについてご説明いたします。 

2 年半前から開始いたしました、保険代理店事業では、「ほけんの窓⼝」グループとともに、私ど
もは、「くらしの相談窓⼝」という、新しいコンセプトのリアルショップの展開をスタートいたし
ました。 

「くらしの相談窓⼝」は、保険の相談はもちろんですが、⽇常⽣活に⽋かすことができないスマホ
の料⾦相談とか、あるいは資産運⽤等、お⾦に関することとか、⽣活を豊かにするための⽣活を豊
かにするための情報提供が受けられる、新しいコンセプトの相談窓⼝であり、「ほけんの窓⼝」と
の相乗効果を狙っていきたいと考えております。 

第 1 号店として、「くらしの相談窓⼝ 海⽼名ビナガーデンズパーチ店」というのがオープンして
おります。保険とスマホを軸にしたサービスを提供する、地域に根ざした居⼼地の良い店舗を展開
してまいる所存です。 
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続いて、法⼈事業についてご説明いたします。まずは、法⼈事業の柱となる、Mobile WorkPlace
の概要と取組みの説明をいたします。 

Mobile WorkPlace とは、モバイルとクラウドのサービスによりまして、いつでもどこでも誰でも
仕事ができる、そういう環境基盤であります。職場環境をデジタルシフトする DX 推進には、必要
不可⽋な取組みであると考えております。 

Mobile WorkPlace を推進するために、三つの成⻑要素を拡⼤する取組みをしております。 

まず 1 点⽬は、サービスの進化であります。これまでの端末回線のマネージドモバイルサービスに
加えまして、特定のアプリや、あるいは最近ニーズの⾼い社内電話をモバイル化するという、
FMC 管理のサービスマネジメントを、パートナー企業様と連携しまして、マネージドサービスを
拡充すること、それから複合的なコンサルティングサービスを拡⼤することに取り組んでいきま
す。 

2 点⽬は、顧客層の拡⼤です。モバイルの導⼊や DX を検討する中⼩企業へ積極的にアプローチし
まして、中⼩企業の DX に検討したいと考えております。 

3 点⽬は、顧客接点のデジタル化です。1 点⽬のサービスの進化、それから⼆つ⽬の顧客層の拡⼤
に加えまして、さらなる顧客接点の拡⼤を可能にするのが、この 11 ⽉にリリースする予定の
Mobile WorkPlace オンラインです。 
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オンラインでの注⽂、あるいは提供するライセンスの管理、情報交換ができまして、複雑なサービ
スから定型的なサービスまで、オンラインで管理、提供してまいる所存です。 

 

続いて、マネージドモバイルサービスの実績推移をお⽰しします。 

マネージドモバイルサービスは、こちらに記載の売上⾼、それから ARR、回線数のグラフが⽰す
通り、継続的な固定収益が年々拡⼤し、法⼈事業の増益に貢献しております。 

コネクシオが持つノウハウと、専⾨性を有した各分野のパートナー企業様とのパートナーシップに
よりまして、従来のビジネスの枠を超えて、各種通信デバイスとクラウドソリューションの領域を
拡⼤してまいります。 
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最後に、サステナビリティの取組みをご紹介いたします。 

当社は、サステナビリティ⽅針を改定いたしまして、⼈権⽅針を策定、統合報告書を発⾏いたしま
した。 

企業理念である「 ⼈をつなぐ 、 価値をつなぐ 」の実現に向けまして、当社を取り巻く外部環境
の変化に柔軟に対応しまして、事業と⼀体となったサステナビリティへの取組みにより、経済社会
全体の活性化に貢献できるよう、努めてまいります。 
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最後に、2023 年 3 ⽉期の業績予想、配当予想についてご説明いたします。 

まず、業績予想についてです。 

キャリア代理店ビジネス収益の落ち込みにより、業績の進捗状況は厳しいものの、販売粗利単価増
加に向けての取組みやコスト削減によりまして、業績回復に努めてまいります。 

現段階で、2022 年 4 ⽉ 27 ⽇に発表しました、通期の業績予想は変更ございません。今後、何ら
かの変化がある場合には、適切に開⽰してまいります。 
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最後に、今期の配当予想についてです。 

中間配当⾦は、期初予想通り 35 円とさせていただきました。厳しい経営環境ではありますが、株
主への安定配当は継続可能でありまして、中間配当同様、期末配当 35 円も堅持する⽅針でありま
す。 

以上でご説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

司会：ご説明ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

司会 [Q]：それでは、これより質疑応答に移ります。 

改めまして、Zoom ウェビナーからのご質問については、QA 欄に御社名、お名前、ご質問内容を
ご記⼊ください。 

それでは、最初に、事前にいただいたご質問について回答させていただきます。 

上期営利進捗 16%の状況で、通期⾒通しを修正しない理由をご説明ください、です。 

では、直⽥社⻑、ご回答お願いいたします。 

直⽥ [A]：まず、キャリア施策によりまして、⼤きく左右されるこの代理店ビジネスでは、特に第
4 四半期の施策によるぶれが、かなり⼤きくなりますので、半年先の着地⾒通しを今想定するの
は、難しい⾯があります。 

今後の MNP 偏重の環境変化による収益⾯へのフォローの影響、あるいは第 2 四半期からの利益率
の改善兆しもありまして、今後⼀定の収益改善は織り込んでおります。また、想定を仮に下回る場
合であっても、業績連動賞与の戻りというのが、当社の場合発⽣いたしますので、軽微基準の範囲
に収まるだろうと考えております。 

もし修正する必要が出た場合には、昨年同様に第 4 四半期が⾒える、この第 3 四半期の業績開⽰の
際に⾏うのが、⼀つのタイミングと想定しております。 

以上です。 

司会 [Q]：回答ありがとうございました。 

それでは、⼆つ⽬のご質問です。来期以降の業績はどのようになると⾒ているのか、でございま
す。 

直⽥社⻑、回答をお願いいたします。 

直⽥ [A]：来期以降につきましては、当社の現在主軸のこの代理店ビジネスに関しましては、まだ
微減という傾向と考えております。 

ただ、これまでのこの代理店⼿数料の削減と、あるいは店舗数の削減、縮⼩という傾向も、ある時
点では底打ちになるであろうと考えておりまして、来年度、あるいは遅くとも再来年度には、キャ
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リアの通信収⼊も、ある程度底打ちということが起こると期待しておりますので、それによりまし
て、今のこの減少傾向は⼀定の⻭⽌めがかかるのではないかと考えております。 

来年度に関しましては、まだ微⼩ながらも減少するということに対しては、当社が今⼒を⼊れてお
ります、独⾃ビジネスの増益でカバーすることで、少しでも増益にもっていくということを、現在
考えているところでございます。 

以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。 

それでは、続いてのご質問です。店舗数の⾒通しについて、キャリアとの交渉状況をご説明くださ
い、です。 

直⽥社⻑、ご回答お願いいたします。 

直⽥ [A]：ドコモさんから、今年度始まる前にこの⽅針が打ち出されまして、原則としては、⼀⽅
的にここを閉鎖してくれということではなくて、代理店との合意によって、合理的に閉鎖あるいは
統合していくということであります。 

この上半期、当社といたしましては、収益性の低いところ、あるいはなかなか来年度以降も⼗分な
収益が⾒込めないような店を優先的にピックアップして、それを中⼼に、今ドコモさんと交渉を重
ねているところでありまして、前回もお答えしましたが、今年度に関しては、10 店舗前後の閉鎖
ないし統合ということを、原則は⾒込んでいるところでございます。 

来年度以降については、現在⽩紙の状況であります。以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。今の質問で、追加の質問でございますが、今期と来期で
は、どちらのほうが店舗統合のペースが加速しそうか、ということでございます。 

直⽥ [A]：ドコモさんから、まだ来年度以降の統廃合の⽅針、あるいは規模感については、具体的
にはまだ出てきておりません。今のところ、今年度だけは、全体的に 100 店舗とはなっておりま
すが、来年度以降については、まだ聞いておりませんので、どうなるかについては、今のところ、
まだ予測しがたい状況であります。以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。それでは続いてのご質問でございます。独⾃ビジネスの
成⻑率⾒通しを教えてください。また、デジタル活⽤⽀援推進事業のような、明るい話についても
教えていただければ、幸いですということです。 
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直⽥ [A]：まず、数少ない明るい話の中の⼀つとしましては、この独⾃ビジネスが堅調に推移して
いるということは間違いございません。 

特に、法⼈事業のほうはかなり伸びしろが、まだまだございますので、やりようによっては、これ
まで以上の成⻑率が期待できると考えております。実際、この下期も、この上期の前年⽐以上の成
⻑率を、今織り込んでおりますので、先ほど説明いたしました新たな施策をもって、法⼈ビジネス
はこの独⾃ビジネスのドライバー役として、牽引してもらえると思っております。 

それから、コンシューマのほうは、今独⾃ビジネスの⼀番⼤きな塊に実はなっています、独⾃で企
画しました付属品とか、あるいはアプリを、まだいくつか加えることを現在検討しておりまして、
先ほどご紹介しました、LUMIERA というフィルム、これ以外の商材をいくつか新たにリリースす
ることで、この今の独⾃ビジネスの⼤きな塊の付属品の部分を⼤きくしていくということ。 

あとは今仕込んでおります、暮らしのスマホ教室、あるいは⾃治体ビジネス、この辺りの新しい収
益源をこれまで以上のスピード感で育てていくということで、この収益源を⼤きくしていくという
ことを、コンシューマのもう⼀つの課題として、今取り組んでいるところであります。 

⾃治体関連につきましては、去年受注いたしました⾃治体の数は 22 でしたが、今年度は⼀応 33
ということで、増やしております。これは総務省が各⾃治体につける予算の中で推進しているもの
ですが、今また各⾃治体におきまして、独⾃の予算によるマイナカードを中⼼とした、いろいろな
⾏政サービスの展開を企画している⾃治体も、どんどん増えてきておりますので、この 33 の⾃治
体を⽪切りに、深堀りをしていくことを、現在楽しみにしているところです。 

今は、その各⾃治体で住⺠を集めていただいて、そこにわれわれからスマホの講師を派遣して、ス
マホの使い⽅、あるいはマイナカードの使い⽅をお教えするということに協⼒させていただいてい
るわけですが、やはり⾏政サービスへの連携ということになっていくと、当然当社の法⼈部隊の連
携というものも出てまいりますので、⾃治体に対しては、コンシューマおよび法⼈が⼀体となっ
て、新しい案件を作っていくという、今時代が出てきたかなと考えているところです。以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。独⾃ビジネス関連で、関連する質問でございますが、外
部から独⾃ビジネスの増益に弾みがついていないように⾒えると。課題があれば、課題についても
ご説明くださいということです。 

直⽥ [A]：はい。ご指摘通り、本当はもう少し、独⾃ビジネスに上期伸びてもらいたかった部分は
ありますが、先ほど少し触れました、この独⾃ビジネスの売総の、まだ⼀番⼤きな塊である、付属
品とかアプリですが、これは販売台数にどうしても連動する部分がございまして、ここがやはり、
販売台数 18%の減少ということに⽐例して、⼗分な伸びには⾄らなかったと考えております。 
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販売台数の減少通りの減り⽅ではなくて、よりご購⼊いただく⽐率は⾼くなっておりますが、ここ
をもう少し、下期に頑張りまして、この販売台数の減少を上回る伸びにしていきたいと思っていま
す。 

それから、暮らしのスマホ教室につきましても、5 ⽉から全店舗で開催して、まだ売総の寄与は、
上期はかなり⼩さいレベルでありましたが、下期はもう少し増やしていけるということで、下期に
期待をしています。 

以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。 

それでは、続いての質問ですが、いくつか類似する質問がございますので、まとめてさせていただ
きます。 

2 クォーター累計期間、販売台数がだいぶ減っているということと、同じく 2 クォーター会計期間
の、期初想定からの乖離状況について、今⼀度ご説明いただきたいということでございます。 

期初予想と、今回の決算数値との乖離の要因と、2 クォーターまでの販売状況について、いま⼀度
ご説明くださいということでございます。 

直⽥ [A]：販売台数に関しては、やはりこれは残念ながら想定を⼤きく下回る結果となっておりま
して、この上期の減益の中で、販売台数の減少というのが、当社にとりまして想定していなかった
要因による、⼀番⼤きな減益要因だったと思います。 

それ以外の部分も、昨年度から続いております、⼿数料の体系変更に伴う⼿数料あるいは⽀援⾦の
減少。これは、昨年度に⽐べまして、先ほどの階段チャートでもお⽰ししましたように、かなりの
減益の要因にはなっております。期初の想定には、ほぼはまっておりまして、従いまして、販売台
数に連動する収益が悪化したということが、⼀番の要因であります。 

この販売台数が減少した要因ですが、これは特定することは難しいのですが、やはり⼀つは、なか
なか新製品の魅⼒が、昔に⽐べると相対的に低くなっているということと、新製品は価格が上がっ
ていることから、買い替えサイクルが⻑引いていることが、⼀つあるかと思います。 

それから、コロナの影響というのも⼀定程度、影響したと思っております。特に、第 2 四半期第 7
波の影響は、⼀定程度、販売減少の影響に関係したと考えております。 



 
 

 

21 
 

それから、もう⼀つのオンライン販売です。キャリアさんのオンライン販売に⾷われるという部分
ですが、ここにつきましては、上期に関してはそれほど⼤きな影響は、全般的には受けておりませ
んが、やはり都⼼部、特に⾸都圏については、ややその兆候は出てきたと感じております。 

従いまして、今後、⼤幅な販売台数の増加が⾒込めるかと⾔いますと、そこはなかなか難しい⾯が
あるかと思いますが、この下期のコロナの状況や、それからキャリアさんの MNP 施策から、やは
り買い替え、機種変更へのシフトということも出てくるかと期待しておりますので、もう少し、こ
の上期以上の販売台数の増加にはつながると考えております。 

それから、今年度期初に開⽰しました、今年度の⾒通しとの⽐較ですが、やはり進捗率が⼗数パー
セントということで、低いレベルで留まっております。これは先ほど来、説明している要因が主体
になっていますが、下期につきましては、販売台数がもう少し改善する。 

それから、われわれの 1 台当たりの粗利単価も改善する。それから、オペレーションの効率化とい
うことでの販管費の削減も進むということから、収益は上期に⽐べて⼤きく改善すると期待してお
りまして、できるだけ期初公表しました数字に近づくように、頑張っていきたいと考えておりま
す。 

以上です。 

司会 [Q]：ご回答ありがとうございます。 

続いてのご質問でございます。販売台数⾮連動収益ですが、1 クォーターよりも 2 クォーターのほ
うが、昨対でマイナス幅が拡⼤しているように⾒えます。その要因を教えてください、でございま
す。 

直⽥ [A]：昨対との⽐較による減少というところは、どうでしょうか。特に、販売⾮連動の代理店
⼿数料の⼤きく占める項⽬といたしましては、キャリアさんから設定される、いろんな指標の評
価、それをどこまで、われわれがパフォーマンスを出したかということによる、評価によるいろい
ろなインセンティブが出るわけですけれども、これが営業活動⽀援とか、あるいは LTV インセン
ティブと、このような名称で呼ばれておりますが、これは、昨年度からやはり⼀定の額が減少する
ことは、体系変更の中で組み⼊れられたものでありまして、その範囲の中で収まっていると考えて
おります。 

今のところで、ご説明になっているかと思います。以上です。 

司会 [Q]：回答ありがとうございます。 

質問についてですが、あと⼆つ、お受けさせていただきたいと思います。 
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⼀つ⽬ですが、法⼈事業について質問が来ております。法⼈事業をまとめさせていただきますが、
この上期にあった KDDI の施策とはどのようなものでしょうか、というのが⼀つ。 

あと、今後の法⼈好調というのは、ストックビジネスの増加による利益率の向上か、もしくは売上
が上がっていくイメージか、という質問でございます。 

直⽥ [A]：KDDI さんの施策というのは、特にものすごく⼤きな施策、変わった施策が出たという
ものではありませんで、機種変更とか、あるいは他のキャリアさんからの変更を促すような施策
が、相対的にこれまでよりも強く出たということで、その⼿数料施策にわれわれも乗っかって、結
果を出せたということです。 

それから、法⼈事業のこれからの成⻑の柱になるものですが、やはりキャリア代理店ビジネスに関
しましては、獲得系、どれだけ取れるかによって決まるものだと思います。従って、できるだけ、
販売台数、取り扱いの回線数を伸ばすかが、キャリア代理店ビジネスでは重要なファクターと。 

もう⼀⽅の、われわれの独⾃ビジネス収益のほうは、これは基本的に 1 年契約とか、あるいは数年
契約の⻑期契約に基づく売上の積み上げという、ストックが主体になっておりますので、これまで
積み上げた獲得がストックでどんどん積み上がっていくことによる収益の増加になります。 

以上です。 

司会 [Q]：ありがとうございます。 

それでは、最後のご質問でございます。株主への安定配当は継続可能とありますが、こちらは来期
以降も含んだコメントと考えてよろしいのでしょうか。来期以降の株主還元の考え⽅を含めて、教
えてください、でございます。 

直⽥ [A]：これにつきましては、来年度以降については、もう⼀度改めて、当社内でしっかりと内
容を議論、検討しまして、⽅針を固めたいと思っております。 

やはり、配当政策等に加えまして、やっぱり⾃社株の購⼊ということも含めた株主還元⽅針を、新
たに考える必要があるかと思っておりますので、配当⽅針については、来年度以降改めて公表させ
ていただきたいと思っております。 

以上です。 

司会 [M]：ご回答ありがとうございました。 
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以上で質疑応答を終わります。この他にも質問がございましたら、IR 担当までご連絡いただけれ
ば幸いです。また、本⽇取り上げきれなかった質問に対しても、IR 担当よりご回答を差し上げた
いと思います。 

それでは、以上で 2023 年 3 ⽉期第 2 四半期決算説明会を終了いたします。ご視聴いただき、誠に
ありがとうございました。 

直⽥ [M]：ありがとうございました。 

 


